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Ⅵ． まとめにかえて が 議論されているけれども ， これらについて 

は， 他の機会に譲ることとし 本稿では，先学 
1. はじめに の 論考を基礎として ，保険委付に よ り移転する 

権 利の範囲について 検討することに 主たる目的 

海上保険に特有の 制度として， い わゆる「 保 を置いた。 

険 委付」の制度が ，商法第 833 条乃至第 841 条に 

規定されている。 この保険委付制度のもとにお 11.  保険委付制度の 趣旨 
いては，被保険者 は， ①船舶 力 沈没シタルト 

キ， ②船舶 ノ 行方 力知レ サルトキ ， ③船舶 力修 損害保険の原則からすると ，保険金の支払を 
繕 スルコト 能ハ サル二至 り タルトキ ， ④船舶 又 請求しようとするときは ，保険契約者または 被 

" 積荷 力 捕獲セラ ン タルトキ ， ⑤船舶 又 " 積荷 保険者は，損害の 発生および損害額を 証明しな 

力官 / 処分 二依 リテ押収セラレ 6 ヵ月間解放 セ け れ ば ならないはずであ るが ", 保険委付の場 

ラ ン サルトキ， 保険の目的を 保険者に委付し 合は，船舶等が 行方不明その 他全損と同視でき 

て ，保険金額の 全部を請求することができる る 一定の状態になった とぎ ，被保険者は 全損の 

( 商法第 833 条 ) 。 この ょう に，被保険者は 保険 証明をすることなく ，委付の意思表示 ( 委付の 

金請求権 を取得することができるけれども ， 他 通知 ) をすることに よ り，保険の目的またはそ 

方 ，保険者は委付により ， 「被保険者 力 保険 ノ の 残部の上に存する 自己の権 利を，保険者に 移 

目的二村 キ有 セル一切 / 権 利 ヲ 取得 ス 」 ( 商法 転して，保険金の 全額支払を請求することがで 

第 839 条第 1 項 ) るのであ る。 きるのであ る。 

しかし， ここにいう 「一切 / 権 利」の中に ， 保険委付制度は ，保険の目的にっき 全損では 

被保険者が船舶衝突の 被害者として 第三者に射 ないけれども ，全損と同視すべき 程度の損害を 
して損害賠償請求権 を有する場合，あ るいは， 生じた場合， または，全損を 生じた場合，また 

被保険者が共同海損分担請求権 を有する場合， は ，全損を生じたと 推定されるが ，その証明が 

これらの「損害賠償請求権 」や「共同海損分担 困難であ る場合， これを全損とみなし ，被保険 
請求権 」が ， 含まれるか否かについてほ ，積極 者をしてただちに 保険金額全額の 請求権 を取得 

説と 消極 説 とに分かれて 学説上論争されている させることにより ，保険金全額支払に 依って 蒙 

重要な問題であ る。 るべき損害を 補償して，被保険者を 保護する 制 
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度 であ るとともに，他方，委付に よ り被保険者 

が保険の目的にっき 有する権 利を保険者に 移転 

させることに よ り，保険者の 利益をも考慮した 

制度であ ると かえよう 。 すなわち，被保険者と 

保険者の利益調和の 中にその目的を 達成しょう 

とするものであ る 2) 。 したがって，保険の 目的 

が全部滅失したか 否か疑わしい 場合に，被保 

険者をして委付に よ り全部滅失したのと 同一の 

地位に立たせて ，可及的迅速に 資本の回収を 得 

させるために ，保険の目的自体につき 有する一 

切の権 利を，保険者に 移転し保険金額の 全部 
を請求することを 可能にすることに ，保険委付 

制度の主眼があ り，これがため ，あ らゆる商人 

ほ，保険の目的が 全部滅失したか 否か疑わしい 
場合において ，その証明，計算等に よ り長時間 

をかけ ろ こともなく，その 結果，資本の 回転を 

阻まれることもないのであ る " 。 

委付に よ り委付の目的物の 上にあ る一切の権 

利は，当然保険者に 移転するから ，たとえば， 

委付後船体救助が 容易となった 場合，第三債務 

者が資力を回復した 場合，あ るいは平和が 到来 

し敵国からその 捕食 船 に対して多額の 賠償金 

の支払があ った場合のように ，事情の変更のた 

め ，委付の目的物について 生ずる利益は ，当然 

に保険者に帰属することになるのであ っての， 

これによって ，不当利得ということにはならな 

い 6)   

結局，保険委付の 制度は，第一に ，沿革上も 

現行法上も海上保険の 領域においてのみ 認めら 

れていること ，第二に，法定された 特定の場合 

に 限定して認められていること ，第三に， 被保 

険者が委付すると ，一方において 被保険者は保 

険金 全額の支払を 請求でぎ ( 商法第㏄ 3 条 ), 他 
方において被保険者が 保険の目的について 有す 

る一切の権 利が保険者に 移転すること ( 商法第 

839 条 ), 以上の 3 つの点にその 特徴を見い出す 

ことができるの。 この ょう な，保険委付制度 

は， 古い歴史の所産であ り，保険契約の 構造も 
未だ明確でなく ， 被 保険利益の多様性の 観念も 

意識されない 物保険時代の 名残りという 面もあ 

るといってもよく ，保険委付制度は ，海上保険 
とその起源を 同じくするものではなく ，後に至 

って認められたものであ るが， 16 世紀中頃 以降 

は一般的にヨーロッパで 採用されるに 至ったよ 

うであ る 7)0 

I11.  学説上の輪 点 

委付によって 保険者に移転すべ き 権 利の範囲 

ほ ついてほ ， 考え方が分かれている 重要な問題 

であ って ， 種々の理由をもとに 論じられている 

ところであ る。 すなわち，商法第 839 条第二項 

に定める「保険 / 目的二行 キ有 セル一切 / 権 

利」の中に，保険の 目的物が現存し ，またはそ 
の 残存 物 があ るときは， これらの所有権 やその 

他，保険の目的につき 被保険者が有していた 直 

接の権 利が含まれることは 明らかであ るが，委 

付の原因であ る損害が第三者の 行為により生じ 

た 場合に，これにょり 被保険者が第三者に 対し 

て取得する権 利 ( 船舶の衝突に よ る損害賠償請 

求権 ・共同海損分担請求権 ) が包含されるか 否 

かについて，損害保険の 総則規定における 商法 

第 661 条 ( 保険の目的に 関する権 利の取得 ) と商 

法 第 662 条 ( 第三者に対する 権 利の取得 ) の解釈 

と関連して，学説上論争のあ るところであ る。 

消極 説 および積極説の 論争点は，第一に ，商 

法第 661 集 および第 662 条と第 839 条とを比較 

対照することにあ り，消極 説は ，被保険者が 保 

険の目的につき 有する権 利とは，保険の 目的の 

上に存する権 利のみを指すものであ り，第三者 

に対する権 利はむしろ商法第 662 条の規定によ 

って移転するもの " と 解する。 すなわち，商法 

第 661 条 本文は， 「保険 / 目的 / 全部 力 滅失シ 

タル場合 二於テ 保険者 力 保険金額 / 全部 ヲ 支払 

ヒ タルトキ " 被保険者 力 莫目的二村キ 有 セル権 

利 ヲ 取得 ス 」と定め， 商法第 839 条第 1 項は 

「保険者 ハ 委付に因り被保険者 力 保険 / 目的二 

村 キ有 セル一切 / 権 利 ヲ 取得 ス 」と定め，双方 

の文句が「被保険者 力 莫目的二村 キ有 セル権 

利」と「被保険者 力 保険 / 目的二行 キ有 セル 一 
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切 / 権 利」という点で 酷似するから ，商法第 

839 条は商法第 661 条だけの特則と 解すべきであ 

って，第三者に 対する請求権 は 含まれない， と 

解するのであ る。 

この点についてほ ，積極説の立場から ，商法 

第 661 条では「被保険者 力 莫目的二 村キ有 セル 

権 利」とあ るが，商法第 839 条第 1 項において 
  

は「被保険者 力 保険 / 目的三村 キ有 セル一切 ノ 

権 利」とあ り，その表現を 区別しているのであ 

るから，権 利の範囲も異なったものと 解する方 

がむしろ文理に 忠実な解釈といえよう。 ，， と指 

摘されている。 しかし， 「一切 ノ 」という言葉 

に， この点の解釈をかからしめることは 必ずし 

も適当でない ， との批判がなされているのであ 

り， 加えて，文字に 固執して解釈するならば ， 

求償権 代位に関する 商法第 662 条は，「保険契約 

者 又 " 被保険者 力 第三者二対シテ 有 セル権 利」 

といっているのに 対して，商法第 839 条第 1 項 

は ，保険契約者の 有する権 利には言及していな 

いことから，被保険者の 有する求償権 だけが委 
付によって保険者に 移転し保険契約者の 有す 

る求償権 は代位によって 移転するかという 問題 

も生じる，。 ， 。 

他方，海上保険の 保護の対象となっているの 

は，船舶または 積荷そのものではなくて ，それ 

についてのあ る人の利益であ り，その 殺損 また 

は喪失について 保険者の填補が 行なわれるので 

あ るから，委付により 保険者に移転すべきほ ， 

付 保された被保険利益であ るという立場から ， 

商法第 839 条第 1 項の「被保険者 力 保険 / 目的 

二行キ有セル 一切 / 権 利」という場合の「保険 

ノ 目的」について ， これを船舶またほ 積荷 と解 

しないで，「保険契約の 目的」 ( 被 保険利益 ) と 

解し，当該規定の 文言を「被保険者が 保険契約 

の目的にっき 有する一切の 権 利」と理解しょう 

とする考え方 ", があ る。 この見解に よ ると， 被 

保険利益に必然的に 随伴しないものは 移転の対 

象から除外することとなる。 この見解に対して 

は， 日本の商法では ，「保険契約の 目的」 ( 被 保 

険利益 ) と「保険の目的」 ( 保険がつげられる 

経済上の財貨 ) とを明確に区別しているから ， 

たとい移転の 対象を被保険利益と 解するにして 

も，それは， 「保険 / 目的」についてではな 

く， 「被保険者 力 保険 / 目的二行 キ有 セル一切 

ノ 権 利」全体をその ょぅ v こ 解釈すべきであ る 

と，あ るいは， 「被保険者が 保険の目的にっき 

有する権 利で被保険利益がそれに 基づいて生じ 

ているものの 一切を保険者が 取得する」という 

趣旨に解すべきであ るⅥ ， と 指摘されているも 

のの， ここで問題となるのは ，船舶保険，積荷 

保険についてであ る ( 商法第 833 条参照 ) から， 

その 被 保険利益は，船舶所有権 であ り，積荷所 

有権 であ ると解されるため ，実際上の差異 は な 

い "', と説かれている。 

さらに，積極説の 立場から， 「委付は， もと 

より全損と同一の 状態に置くことをその 主眼と 

するものではあ るが，同一の 状態におくことを 

主眼とするということと ，全損自体とは 区別し 

ほ げればならない。 この意味で委付はどこまで 

も全損ではなく ，海上保険に 於ける特殊な 制度 

であ る。 この特殊な制度を ，陸上保険の 一般的 

論理をもって 解決しょうということは 根本的な 

誤りがあ るのではなかろうか。 商法第 839 条 と 

第 661 条とは趣旨が 共通するとしても ，それは 

同一を意味するものではなく ， また趣旨の共通 

を重要な根拠として ，消極説を導くことには 賛 

し難い。 商法第 661 条は全損自体であ るから， 

移転するものほ 保険の目的上の 権 利にかぎられ 

るが，商法第 839 条 は 全損でな い のに ( あ るい 

は全損の証明なくして ) 保険金全額を 請求しさ 

るから， これに対し一切の 権 利を投出すことを 

要求されるのであ ろう。 商法第 839 条に 樹，こ 

『一切 / 権 利』と定めたのは ， このような 委 什 

の特殊性を前提としたものであ ると理解しなけ 

ればならない。 ， 。 ， 」，あ るいは，陸上保険の 一般 

法則から海上保険に 特殊な保険委付の 効力の範 

囲を限定せんとすることほ 正当でなく，むしろ 

逆に沿革的に 海上保険に発達した 委付の効力た 

る商法第 839 条を分析したものが ， 商法第 661 

条，第 662 条とすら見得るのではないかと 考え 
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られるⅢ， と説いている。 

なお，法文の 字句についてほ ，商法第 661 条 

も第 839 条も「目的二村 キ 」という表現をして 

おり， とりわけ，商法第 662 条は第三者に 対す 

る権 利を取得する 旨を，商法第 661 条 とャ まガ UF 

規定していることから ， 「目的に関し」なる 語 

を商法第 839 条が用いているのなら ，第三者に 

対する請求権 を包含すると 解することができょ 

ぅ が， ことさらに「目的二村 キ 」という語を 用 

いている以上は ，狭義に解すべぎであ る，。 ) とい 

う消極説からの 見解があ る。 さらに， 「一切 / 

権 利」とし ぅ 語に関しては ，かりに「一切」と 

いう語がなくても ， 「一切の目的の 上に有せる 

権 利」を 指 称するものと 解することができるの 

であ って，船舶の 如ぎは ， 単に船体のみならず 

属具等，船舶を 構成するものが 存するのであ る 

から， これを包含させる 目的で「一切」という 

語を使用したのであ るから， この「一切」は 目 

的の上にあ る権 利は全部移転するが ， 目的の上 

にあ る権 利でなければ ，たとえ目的に 関する権 

利であ っても，移転しないことを 明らかにする 

ために用いたものであ るⅢ， という見解があ 

る。 けれども，積極説の 立場から，特に 条文 

は， 明らかに「保険 / 目的二行 キ右 セル一切 / 

権 利」と規定しているのであ り， 「一切の保険 

の目的に付 き 有せる権 利」と解することはでき 

ないのであ り， 「 付キ 」にしても「一切」にし 

ても， この点の消極説からの 解釈は，いずれも 

単なる文字論にすぎず ，決定的な意義あ るもの 
とはいえず，納得することはできない "' との批 

判がなされている。 

第二の論争点は ，保険委付制度の 趣旨・目的 
の 解釈の仕方にあ る。 消極 説によ ると，あ らゆ 

る商人は，迅速に 臨機応変に，資本を 活用でき 
ることを必要とし ，いやしくも 投資した企業に 

っき，資本の 回収不能に陥る 危険があ る場合に 

は，速やかにその 資本を回収して ，他の有利な 

企業に投資しなければならないところ ，保険委 

付は ， 実に被保険者をして 全損の立証を 困難な 

らしめ，全損のあ る場合よりも ，一層資本の 回 

収を困難ならしめることを 避けるため，あ たか 

も全損のあ る場合と同一の 取扱いをしょうとす 

るものであ るから，委付が 保険の目的に 及ぼす 

効果もまた，全損の 場合と同一であ れば足りる 

と解する結果，全損の 場合には，商法第 661 条 

および第 662 条が適用される ( 商法第 815 条第 

2 項 ) のであ るから，保険委付に 関する商法第 

839 条の規定は，商法第㏄ 1 条に対応するもので 

あ り，委付の意思表示に よ り，当然，権 利の移 

転を生ずる点において 商法第 661 条の例外をな 

すにすぎない 恥， と 主張する。 

この点について ，積極 説は ，普通の海損方法 

に よ る全損自体と 海上保険の特殊な 例外的救済 

方法たる委付とは ，決して同一のものではな 

く ，委付の効果も ，全損の場合とは 異なった特 

殊な効果を有するものであ るから，たとえ 通常 

の全損の場合に ，商法第 815 条第 2 項にょり， 

商法第 661 条および第 662 条が海上保険に 適用 

されるとしても ，委付の場合にも 商法第 662 条 

が同じく適用されると 結論することはできない 

のであ る， と 解する。 したがって，積極 説 によ 

ると，委付は 海上保険における 特殊な効果をも 
った例外的な 制度であ り，その効果を 規定して 

いるのは商法第㏄ 9 条のみであ り，普通の全損 

処理の場合の 商法第 661 条および第 662 条に ょ 

らない特殊な 移転的効果を 有するため，商法第 
839 条 は ， 商法第 66t 条のみの特別規定ではな 

く ，商法第 661 条および第 662 条を合わせたも 

のに対する特別規定をなすことになる ，。 ，。 

第三の論争点は ，実際上の効果をどのように 

受け止めるかということであ る。 消極説の指摘 

するところは ，積極 説 に従 $ と ，いやしくも 保 

険 委付があ るかぎり，保険者は ，保険の目的自 

体の上に存する 権 利 ( すなわち商法第 661 条に 

該当する権 利 ) のみならず，保険の 目的に関連 
して存する権 利 ( すなわち商法第 662 条に該当 

する権 利 ) を保険金支払双に 取得することにな 

り，たとえば 保険者が破産した 場合には，全損 

の場合と比較するとき ，被保険者にとって 著し 

く不利益な結果となるのであ って，全損と 保険 
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委付との間にこの ょう な差異を設けるというこ 

とは，全然理由がない ， という点にあ る。 

これに対しては ，積極説の立場から 以下のよ 

うな反論がなされている。 すなわち，委付は ， 

全損自体とは 異なり，保険の 目的物が本来の 用 

渋に よ る経済的価値を 全くは喪失したといえな 

いか， または喪失したか 否か不明な場合に ，被 

保険者の意思表示によってこれを 全損とみなし 

ぅ ることとしたもので ，全損に ょ 6 代位の制度 

より，一歩進んだものとも 云いうるのであ り， 

全損の場合でも 被保険者は委付と 普通の填補方 

法との間に選択権 を有しているのであ るから， 

たまたま保険者破産の 場合のように 被保険者に 

不利なことが 起っても， これは被保険者が ， 自 

己の選択で委付をなした 以上，止むを 得ないと 

ころであ り，逆の場合もあ り ぅ るから， かかる 

実際上の結果から ，理論を左右することは 正当 
でなく，それはただ 全損のときの 衡平の問題に 

過ぎないと評すべぎで ，一方は全損の 証明を必 

要とするが，他はその 証明なしに保険金全額請 

求をなし ぅ るのであ るから，その 効果が異なる 

方がむしろ自然であ り，何れを選択しても 結果 
に差異がないとすることこそ ， かえって不合理 

ともいえるのではあ るまいか， あ るいは， この 

よ 5 な 実際上の結果から 理論を左右することは 

もとより誤りであ るお ， と 主張される。 

第四の論点は ， 上ヒ 較 法的考察にあ る。 西ドィ 

ッ 商法においては ，一般の全損の 場合の規定と 

して，同法第 8 ㎝ 条 第 1 項は，損害賠償請求権 

の保険者への 移転向 berg ㎝ gvon ま hadens- 
ersa 比 a Ⅱ spr 廿 chen  auf  Versicherer]  について， 

「保険者が自己の 債務を履行した 場合に，それ 
は 被保険者の第三者に 対する賠償の 請求権 が存 

在しているところの 損害を保険者が 填補したも 

のであ るかぎりにおいて ，保険者は被保険者の 

第三者に対するこの 権 利を取得する。 」と定め， 

同法第 859 条第 2 項 は ，保険者に対する 権 利 

の 移転出 be,gang  der  Rechte  auf  den  Ve 珪 
sicherer]  について，「保険金額の 支払とともに ， 

保険に付せられている 物に対する被保険者の 権 

利 [die Rechte de, Ve,sicherten an der ver- 

siche,ten Sache] ほ ，保険者に移転するものと 

する。 」 と定め，わが 商法の第 662 条と第 661 

条に相当する 規定を置いている ") 。 さらに， 西 

ドイツ商法第 868 条第 1 項は，被保険者の 委付 

に 因る保険者への 一切の権 利の移転 [Ubergang 
aller  Rechte  auf  den  Versicherer  durch  Aban- 

don  des  Versicherte Ⅰについて，「委付表示に 

因って，委付した 目的物について 被保険者に属 

している一切の 権 利 [aIle  Re 。 hte,  die  dem 

Ve て siche 珪 en  in  Ansehung  des  abmdomie れ en 

Gegenstandes  zustanden]  は，保険者に 移転す 

るものとする。 」 と定めており ，が，委付の 場合 

は，保険金支払を 移転の要件としないで ，委付 

の表示 [AbandonerkIarung] に よ り当然に移転 

することを明らかにしている。 この 西 ドイツ商 

法第 868 条第 1 項は，わが商法第 839 条第 1 項 

に匹敵するものであ る。 

このように， 西 ドイツ商法の 規定が，わが 商 

法の規定と軌を 一レこしていること ，すなわち， 

わが商法上委付が 西 ドイツ 法 と同様の法律構成 

をとってきていることから ，積極 説 によると， 

西 ドイツ商法第 568 条第 1 項の「一切の 権 利」 

[alle Rechte] レ こは， 第三老に対する 請求権 も 

含まれるということは 自然であ り， この点に関 

しては， 西 ドイツの学説上特に 異論はないか 

ら，，， ，わが商法の 解釈としても ， 西 ドイツ商法 

によって積極説を 支持する方が 妥当であ る，。 ，， 

と 解されている。 

イギリス法においては ， 1906 年イギリス海上 

保険法第 63 条第 1 項が，委付の 効果として，有 

効な委付があ った場合には ，保険者は保険の 目 

的の残存するあ らゆるものについての 被保険者 

の利益，およびそのものに 付帯するすべての 財 

産的権 利 [the  interest  of  the  assured  in  what- 

eve て may  て emain  of 屯 he  subject-matter  insured, 

and@ all@ prprietary@ rights@ incidental@ thereto] 

を 取得する権 限を有する， と 定めているから ， 

イギリス法においてほ ，全損の場合において ， 

保険者は委付によって 滅失したものの 所有者と 
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なる。 そのうえ，代位によって ，物自体の所有 

権 とは独立して 存在し ぅ べき請求権 および他の 

救済方法の利益を 受ける権 限があ ることが示さ 

れている 捕 。 しかし， イギリス法は ，西 ドイツ 

商法およびわが 国の商法Ⅴ こお げる委付制度の 構 

成を異にするのであ って， イギリス 法 上代位 

[subrogation] によって移転するとしても ，そ 

の効果は，委付 [abandon] の場合と同じく 災 

害発生時 [the time of the causuaIty causing 

the Ioss] に遡るものとされている 狗 (1906 年 

イギリス海上保険法第 799 条第 1 項 ) 。 そのため， 

実際上の差異は 顕著であ るとほいえない 桶， と 

指摘されている。 

フランス商法第 385 条 第 1 項は， 「委付が通 

知 されかつ受諾され ， または，有効なりと 判決 

せられたると ぎ は，被保険物は 委付の時 よ り保 

険者Ⅴ こ 帰属す。 」 と定め， 委付表示の遡及効を 

認める。 フラ ソス 法でも委付 ャこ 移転的効果が 認 

められるが，被保険者の 委付の通知のみでは 成 

立せず，保険者側の 任意の承諾またはこれに 代 

わる委付を正当とする 判決によって 効力を生ず 

る， という点でわが 商法および 西 ドイッ商法の 

場合と異なる。 この場合，裁判所ほ ，委付の適 
法 であ るということを ，判決の瞬間に 確定する 

のであ って，委付の 意思表示をなしたときに 確 

定するのではない。 

このフランス 法の理論の構成としては ，披陳 

陳者が填補請求権 を有するのは ，実は被保険者 
の委付の表示ではなく ，その権 利の実在化は ， 

災厄の生じたことであ り， この災厄の日におい 

て被保険者は 委付の条件のもとに 金額の填補請 

求権 を有し，委付がなされたときは ，条件が成 

勅 したものとして ，被保険者は 災厄の日におい 

てすでに填補請求権 を取得したものと 看徴 さ 

れ，保険者は 相手方に対して ，その日より 必然 

的に被保険物上の 所有者となると 看徴 さほげれ 

ばならない ' 。 ' と 解されている。 このフランス 商 

法第 385 条第 1 項の規定には ，特に「一切の 権 

利」という表現はないが ， この委付に よ り保険 

者に移転するものは ，単に保険の 目的たる有体 

財産そのもののみならず ，すべてのその 目的の 

代償 物 とみられるべきもの ，特に損害に 責任あ 

る第三者に対して 被保険者の有する 損害賠償請 

求権 や共同海損分担請求権 などは， これに含ま 

れるとするのが 学説の一致して 認めているとこ 

ろであ るということが ，積極説の立場から 紹介 

されている，。 ，。 

しかしながら ， フランス商法上は ，一般に損 

害が第三者の 行為により生じた 場合 ヰこ ，保険者 

が 第三者に対して 有する権 利を取得するという 

わが商法第 662 条に相当する 明確な規定を 欠い 

ているという 点， 1930 年の保険契約法には ，わ 

が商法第 662 条に相当する 規定が設げられた 

が， この保険契約法は 海上保険には 適用されな 

いことが同法第 1 条により明らかであ るので， 

海上保険に関しては ，一般に代位については 極 

めて漠然とした 慣習法的処理に 委ねているとい 

う点から， フラ ソス 商法の規定をもって ，積極 

説の重要な論拠とすることは ， 磨 らずしも妥当 

ではないことが ，積極説の立場からも 指摘され 

ている①。 フランスの学説および 判例は， イギ 

リス 法 および 西 ドイッ商法におけるのとは 異な 

る見解を採っていることが ，消極説の立場から 

も 示されている 緩 。 

以上のことから ，保険委付により 移転する権 

利の範囲を考察する 際，文理解釈上も ，比較法 
的見地からも ，沿革的な面からも ，すなわち， 

いずれの論争点も ，積極 訪 および消極説の 双方 

にとって決定的な 論拠とするには ，かなり難し 

いということが 理解できる。 とりわけ，積極 説 

が主たる論拠とする 沿革上の理由および 比較法 

的な理由は，その 起源を ョ 一口 " パ とする保険 

委付制度が，その 後各国の実情に 応じた制度と 
して発展し，現在では 必 らずしもその 軌を一に 

していないことが 明らかであ る以上，その 拠っ 

て立つ基盤は 磐石とはいえない。 

Ⅰ V. 判例の傾向 

昭和 54 年 5 月に，保険委付に よ り移転された 
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権 利の範囲に関する 判決が ， 久々に東京地方裁 

判 所から出されている。 保険委付に関する 判例 

は 極めて少ないから ，その意義は 大きい。 そこ 

で， この判決を含めた 3 つの判例を順次取り 上 

げて，判例の 考え方を検討することとしょ 5 。 

まず，最初の 判例であ るが，その事実関係 

は，次のとおりであ った。 すなわち， X らの共 

有による汽船と ， Y 所有の鋼船とが ，いずれも 

航海中に衝突し ， X ら 共有の汽船が 沈没した。 

X らは，大正 5 年 7 月 7 日に保険者に 対して， 

船舷および属具・その 他一切の権 利を委付し 

た。 衝突の原因は ，鋼船の船長および 船員が汽 

船の動静につぎ 深く留意しないで 同船に接近 

し，かつ，鋼船の 操縦につき臨機適宜の 措置を 

誤った職務上の 過失に よ るものであ った。 これ 

に対して，控訴人は ，かりに委付したとして 

も， この委付は船 骸 および属具そのものの 所有 
権 を保険金額の 保険価額に対する 割合に応じて 

委付したにすぎないのであ って，第三者たる 被 

控訴人に対する 本件沈没にょり 生じた賠償請求 

権 をも委付したものではないと 主張し，元来， 

被保険者が第三者に 対して有する 賠償請求権 の 

如きは，委付の 効果として法律上当然保険者に 

移転すべきものではなく ，ただ，保険者は 保険 

金を支払った 場合においては ，商法第 416 条 

( 現 第 662 条 ) により自己の 支払いたる限度にお 

いて被保険者の 有する前記賠償請求権 を代位取 

得するだけであ る， と 論じた。 

東京控訴院による 大正 12 年 5 月 29 日の判決 

は，「商法第 677 條 ( 現 第 839 条 ) 第 1 項二依 レハ 

保険者 " 委付 二 因り被保険者 力 保険 / 目的 二 付 

キ 有 スル一切 ノ 権 利 ヲ 取得 スヘキ 言明 定 セラ ン 

アリテ，保険者 力 委付 二 因り取得 スヘキ 権 利ハ 

時 二 控訴人主張 / 如 ク保険 / 目的二対スル 所有 

権 ノ ; ニ 限局シテ 解スヘキ律意 / 見 ルヘキモノ 

テ キ ヲ以テ 同僚所定 ノ 一切 / 権 利十二被保険者 

有
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支払 / 有無 ヲ問 "  保険 / 目的物二対スル 所有 

権 " 勿論叙上 / 如キ 損害賠償請求権 モ 委付 / 効 

果トシテ法律上 営然 保険者二移転 スヘキ モノト 

解 スル ヲ妥営 トス ヘキカ 政二，委付者タル 披陳 

陳者力 芝ヲ 移転スルノ意思友之 力 表示 ヲ 必要 ト 

セ サル ノ、 ナ ラス」 "' と判 示しているので ，積 

極 説 に従ったことが 明らかであ る。 控訴理由が 

消極 説 に基づ 、 、 て 主張されているのであ るか 

ら，何故積極 説 に依るべきなのか ，その理由 

が ，非常に簡単であ るため，控訴院の 考え方を 

充分に理解することは 難しい。 

次の判例の事案は 以下のとおりであ る。 すな 

わち，上告人 X 所有の汽船と A 所有の帆船が 衝 

突し，帆船が 沈 役したために ， A は帆船を保険 

者であ る鞍上告人 Y に保険委付し 保険金の支 

払を受けた。 Y は X に対し この沈没 は， X の 

使用人たる船員の 過失によって 生じたものであ 

るとして，保険金から ，船体の競売代金を 控除 

した額に，船体の 曳航費用を加算した 金額の支 

払を請求した。 X の上告理由は ，以下の内容の 

ものであ った。 「委付 " 保険 / 目的 / 全損アリ 

タル場合 ト 同様保険金額 / 全部 ノ 支払 ヲ受 クル 

コトヲ得 セシムル恭二段ケタル 制度 テ レハ委付 

二ョリ 保険者 " 被保険者 力 保険 / 目的 其 / 物 二 

行 有 シタル 罹利ヲ 取得スル二 週キ サルモノ ニ シ 

テ被保険者 力 保険 / 目的二関 シ 第三者二対シテ 

有 スル権 利マテ モ 取得スルモノニアラス 商法第 

677 條 ( 現 第 839 条 ) ノ 『被保険者 力 保険 / 目的 

二行 有 セル一切 / 権 利』十二 " 右 / 第三者二 対 

スル権 利本件 / 場合二村 テ言へ " 損害賠償 / 請 

求権 ヲ 包含 セ サルモノト 解セ サル ヘ カラス ( 商 

法第 677 條 ( 現 第 839 条 ) 第 415 條 ( 現 第 661 条 ) 

及第 416 棟 ( 現 第 662 条 ) 参照 ) 果 シテ然う " 原 

判決 力 委付 二 因り 被 上告人二 於テ 本件損害賠償 

請求権 ヲ 取得 シタリト覇 シタルハ委付 / 法律上 

ノ 効力 ヲ 誤解シタル二世 テタル モノト五ハサル 

ヘ カラス」と主張し ，消極 説 に基づく上告理由 

を 明らかにしているものであ る。 

大審院に よ る昭和 2 年 7 月 7 日の判決は， 

「商法第 677 條 ( 現 第 839 条 ) 第 1 項 二 " 『保険 
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者 " 委付 二 困り被保険者 力 保険 / 目的二行 有 ス 

ル一切 / 権 利 ヲ 取得スロ ト 規定シアリテ 之ヲ 陸 

上保険二関スル 商法第 415 棟 ( 現 第 661 条 0 二 

『被保険者 力 保険 / 目的二行 有 セル権 利 ヲ 取得 

スコ ト規定シアル 二対照スルトキ " 委付二国 リ 

取得 スヘキ 権 利 / 範囲 / 廣汎 ナルコ トヲ如か 三 

難カラサル ヘク 五保険委付 ヲ認 メタル立法 / 趣 

旨 二依 リテ 27 観 レハ保険委付 " 保険者ヲシテ 

委付セラ ン タル 物 二関 シ 被保険者 ト 同一 ノ 地位 

二立 タシメントス ル モノ ニ シテ被保険者 / 有 ス 

ル 総 テノ権 利 ヲ 保険者二移転セシメントスル 二 

在ルヲ以テ 損害 力 第三者 / 行為二日リテ 生 シタ 

ル場合 二於テモ此 / 第三者二対シテ 被保険者 / 

有 スル損害賠償請求 権 " 委付 二 因り当然保険者 

二 移転スルモノト 解 スル ヲ 相当トス」 34) とい子 

ものであ った。 ここにおいても ，積極説を採用 

し，結局，極めて 当然の如くと 解して，被保険 

者の第三老に 対する請求権 も「一切 / 権 利」の 

中に包含されることを 明らかにしたものであ 

る。 

第三の判例の 事実関係を要約すると ，次のよ 

うなものであ った。 X 、 所有の船舶は ， 浅瀬に 

に乗り揚げ，操舵および 推進機能を失ない ， 自 

力 航行能力を喪失した。 Y, との救助，曳船契 

約にょり， Y 、 所有の船舶を 曳船とし 同船管 

理のもとで曳航されている 途中，折から 航行中 

の Y, 所有の船舶と 衝突し X, 所有の船舶は 

転覆し，経済的に 修理不能の状態となった。 保 

陳者であ る X, は X, に 対し損害の一部を 保険 

金として支払ったが ，衝突は双方の 船舶の過失 

競合による不法行為に 原因があ るとして，保険 

金支払相当額その 他の損害の賠償を 求めた。 他 

方 ， X, も Y らの不法行為を 理由に，船体属具 

の損害額から ，受領した保険金を 控除した 頓 と 

その他積送品喪失等による 損害の賠償を Y らに 

求めた。 

これに対して ，東京地方裁判所の 昭和 54 年 5 

月 14 日判決は，「 X, は昭和 49 年 6 月 15 日 X, 

に対し保険委付をなしているのであ るから，商 

法 833 条により X 、 は X, に 対し保険金全額の 

請求権 を取得すると 共に， 反面商法 839 条 1 項 

に よ り委付の効果として X, は X 、 から X, が 

Y らに対して有する 損害賠償請求権 全額を取得 

するに至ったのであ る ( 大審院昭和 2 年 7 月 7 

日判決 民集 6 巻 10 号 455 頁 ) 。 即ち， 委付に ょ 

り ， X, は X, に対し保険金残額を 請求する余 

地はあ り得ても， Y らに対する船体属具につい 

ての損害賠償請求権 を失ったものといわざるを 

得ないから， この点に関する X, の主位的およ 

び 予備的請求はいずれも 理由がない。 」 蝿と判 示 

し前述の大審院判決をそのまま 踏襲して，第 

三者 ヰこ 対する損害賠償請求権 も，委付に よ り保 

険者に移転することを ， 再 確認した内容となっ 

ている。 

判例の傾向は ，一貫して積極説の 見解に従っ 

たものと認められる。 しかし共通していえる 

ことは， 3 件の判例は共に ，何故積極 説 なの 

か，その依って 立つところの 理由 づ げが 必 らず 

しも充分ではないと 評価することができよう。 

東京控訴院判決の 場合は， 「一切 / 権 利」とし 

5 字句に判断の 基礎を置いて ，「法律上当然」， 

損害賠償請求権 も保険者に移転すると 解してい 

るのに対し，大審院判決 ( 同様に東京地方裁判 

所 判決 ) の場合は， 「一切 / 権 利」を商法第 415 

条 ( 現 第 661 条 ) と比較して，権 利の範囲が広 

範であ ることを指摘している 点で，東京控訴院 

判決の場合よりも 丁寧であ る。 しかし，すでに 

検討したよ う に， この文理解釈だけでは 積極 税 

さ揺ぎないものにすることはできない。 大審院 

判決は，文理解釈に 加えて，保険委付を 認めた 

立法の趣旨から ，損害賠償請求権 も当然保険者 
に移転するものと 解しているが ， この場合の立 

法の趣旨の内容が 明らかにされていない。 問題 

は， これらの点のほかに ，商法第 815 条第 2 項 

が，海上保険契約には ，損害保険の 総則 ( 商法 

第 3 編第 t0 章第 1 節 第 1 款 ) を適用すると 規定 

していることとの 関係をどのように 把握するか 

ということであ るが，いずれの 判決もこれにつ 

いては具体的に 触れていない。 
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V.  私 見 

保険委付にょり 移転する権 利の範囲，すなわ 
ち，被保険者が 第三者に対して 有する損害賠償 
請求権 などの権 利も，委付にょり 保険者に移転 

するのか否かについて ，保険委付制度の 意義を 

概観し，積極 説と 消極説の各論拠を 検討し次 
いで，判例の 傾向を辿ってみたのであ るが，近 

時の学説は積極説を 採る立場が多数 説 といえる 

し ，判例も積極 説 に依拠していることが 明らか 

となった。 そこで，次に ，積極 説 に対する疑問 

を呈しつつ，第三者に 対する請求権 なども委付 

により保険者に 移転するか否かほついての 私見 

を 述べてみようと 届 け。 

消極説の論拠は ，商法第 661 条において，保 

険金額の全部を 支払った場合に ，保険者が保険 

の目的につき 被保険者の有する 権 利を取得する 

ことが規定されてはいるが ，被保険者の 第三者 

に 対する損害賠償請求権 のごときは，商法第 
661 条によっては 移転しないのであ り， 商法第 

662 条の規定をもって 移転することに 隠して， 

商法第 661 条 と同主旨たる 海上保険の委付に 関 

する権 利移転の規定すなわち 商法第 839 条の解 

釈に関しても ，損害保険法の 総則的規定たる 商 
法第 662 条を適用する ( 商法第 815 条第 2 項 ) 

のを相当とし ，被保険者の 有する損害賠償請求 

権 の如きは，保険金の 支払に よ り，その支払 額 

を 限度として移転するのであ る，。 ，，という点に 

あ る。 すなわち，被保険者が 第三者に対して 有 

する請求権 は，委付によって 保険者に移転する 

のではなく，保険者が 保険金全額を 支払った と 

ぎ ，損害保険の 代位に関する 一般規定に よ り移 

転すると主張するのであ る。 

積極説の論拠は ，およそ委付なる 制度は，海 

上保険に特有な 例外的制度であ って，これを 沿 
革的 ャこ 考えてみても ，権 利取得の範囲は 広汎で 

あ り，通常の全損処理の 場合と異なる 発達を遂 
げたものであ って㊥，立法の 精神からして 

も ", 商法第 839 条第 1 項にいわゆる「一切 ノ 

権 利」なる文字は ， これを広義に 解する必要が 

あ るから，その 中に第三者に 対する請求権 の如 

きものも当然に 含まれることは ， 西 ドイツ 法 お 

よびフランス 法の法文も同様の 規定を置き ，同 

様に解されている 点からしても ，積極的に解す 
べきことは妥当であ り，実際上の 結果からみ 

て，被保険者に 不利な場合があ ったとしても ， 

委付を選択するのは 被保険者の権 限として構成 

されている以上，被保険者が 委付を選んだ 以上 

止むをえないことであ る， という点にあ る。 

消極 説 が説く ょ りに，保険委付は ， 実に被保 

険者をして，全損の 立証を困難ならしめ ，全損 
あ る場合よりも 一層資本の回収を 困難ならしめ 

ることを避けるため ， あ たかも全損あ る場合と 

同一の取扱いをしょうとするものであ る⑨か 

ら，委付が保険の 目的に及ぼす 効果もまた全損 

の場合と同一であ れば足りるのであ る。 しか 

も，全損の場合には ，商法第 661 条および第 662 

条が 適用されるのであ る ( 商法第 815 条第 2 

項 ) から。 。 ), 保険委付に関する 商法第 839 条の 

規定は，第 661 条に対応するものであ り， 「委 

付の意思表示に よ り当然権 利の移転を生ずる」 

という点において ，商法第 661 条の規定の例外 

をなす，すなわち 総則に対する 特別規定と解す 
べぎであ る ", 。 具体的事例についていうなら 

ば，たとえば ，実価 10 億円の船舶の 保険価額を 

8 億円として，保険金額 8 億円の全部保険を 付 

してあ った場合に， 他 船の過失によって 衝突沈 

没したとき，被保険者が ，これを保険者に 委付 
し保険者が保険金額 8 億円を支払ったとしょ 

う。 被保険者が，その 後加害船から 10 億円の損 

害 賠償請求権 を得た場合，積極 説 に従って第三 

者に対する請求権 が委付によって 保険者に移転 

するものとすれば ，保険者は 10 億円を取得する 
ことになる。 保険者は ， 新しく 2 億円の利得を 

したことになる。 けれども，消極 説 によると， 

この請求権 は代位によって 移転するので ，保険 

者は自己の填補した 限度額であ る 8 億円を取得 

し ， 残り 2 億円は，被保険者の 取得するところ 

となるのであ る 轄 。 
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保険委付制度の 趣旨は，保険の 目的 ( 船舶・ 
積荷 ) に多大な損害が 生じたときに ，被保険者 

をして，可及的迅速に 資本の回収を 可能にする 
ため，法律上全部滅失と 同一視し，保険の 目的 

自体にっき有する 一切の権 利を，保険者に 移転 
し，保険金額の 全部の支払を 請求することがで 

きるとする点にあ ると解する。 積極 説は ，全部 
滅失 ( 全損 ) と委付とでは ，立証の点で 質的差 
異 が認められる 鋤と 解し商法第 839 条を商法 

第 661 条および第 662 条の特別規定と 認め，商 

法第 662 条の適用を委付について 認めようとし 

ない。 しかし，それほどの 質的な差異が 明らか 

であ るならば，陸上の 損害保険に関する 総則規 

定を海上保険契約にも 適用するという 旨を定め 

た商法第 815 条第 2 項の関係において ，委付の 

規定中に，請求権 代位に関する 商法第 662 条の 
適用を排除する 旨の規定がおかれてしかるべき 

ではなかろうか。 その ょう な規定がない 以上， 

商法第 839 条第 1 項は，商法第 661 条について 

の特別規定であ るにすぎず，商法第 662 条は ， 

委付の場合にも 適用されると 解すべきであ る。 

次に，積極 説 が最もよく論拠とするのは ，保 

険委付制度の 顕著な特殊性を 有する沿革であ 
る 44) 。 保険委付制度が 他に類例のな い 制度であ 

り ，それだげに 今日に至るまでの 歴史的経緯に 

ついては，それなりの 特殊性があ ることを否定 

するものではないが ， しかし，保険委付に よ り 

移転する権 利の範囲までが ，陸上の損害保険 と 
は 極めて対照的な 経緯を辿ってきたかという 点 

については， 必 らずしも積極説の 立場から明ら 

かにされているとは 考えられない。 比較法的に 

みても，積極説からの 解明を待つまでもなくこ 

0 間 題 に関しては， イギリス 法 ， 西 ドイツ 法 そ 

れにフランス 法のいずれも 統一的に制度化され 

ていないことから ，沿革的にも ，確固たる同一 

内容の制度として 引き継がれていないことが 明 

白であ る。 結局は，保険委付に よ り移転する権 

利の範囲については ，各国のそれぞれの 実情に 

応じた解決策を 採用していると 認めざるをえな 

いのではなかろうか。 そしてまた， 西 ドイッ 商 

法 における制度とわが 商法の制度は 類似してい 

るから， 西 ドイツの学説および 判例を参考にし 

て解釈を試みようというのが 積極説の立場であ 

る。 しかし 西 ドイツ法においても ，その商法第 

868 条第 1 項は ， 単に委付の通知により ，委付 

物件上の被保険者のすべての 権 利が，保険者に 

移転するというに 止まるのであ って，その権 利 

の中に第三者に 対する権 利を含むか否か ，わが 

商法の規定と 同様に明らかにしてはいない。 ま 

た，西 ドイツの学説も ， この点を明らかにして 

いないようであ る 朋 。 この ょう に，比較 法 上の 

検討について 学説にょり異なる 評価がなされて 

いる以上， しかもこの問題に 言及した肝腎な 切 

所とすべき学説および 判例に接することができ 

ない以上，比較法的見地から 積極説を強化する 

ことは難しくなるのではなかろうか。 

最後に，消極説の 立場から主張されている よ 

うに，保険者は ，委付があ ると，保険金支払双 

において，保険の 目的それ自体の 上に存する 推 

利 のみならず，被保険者が 第三者に対して 有す 

る請求権 をも取得することになるため ，保険者 

が破産した場合，被保険者にとって 全部滅失の 
場合に比較すると ，著しく不利益な 結果をもた 

らすことは明らかであ る。 積極説からは ，被保 

険者に委付の 選択権 があ る以上，委付を 選択し 

た結果不利益を 蒙るのは 避 げられないのであ る 

との主張がみられるけれども ，保険契約とは 無 

関係に，被保険者が 第三者に対して 取得した請 

求権 につき，代位により 保険者に移転すること 
は， 「保険による 利得の生じるのを 防止するた 

め」であ る何から，第三者に 対する請求権 を 

も，委付によって 保険者に移転させる 理由は， 

そもそも存しないのではなかろうか。 その他， 

委付に関する 商法第 839 条第 f 項の字句に関す 

る積極 説 および消極 説 双方からの論争があ るけ 

れども， これについては ，双方ともに 決定的な 

論拠にはなりえないと 考えられる。 ただ，強い 

て言及するならば ，「一切 / 権 利」の「一切 ノ 」 

とは，船舶には ，船体ばかりでなく 船舶を構成 

する属具等その 他多くのものが 附随しているこ 
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VI.  まとめにかえて 

今日の多数 説 および判例の 立場であ る積極説 

の論拠を検討し 問題点を明らかにして ，結局 

は，少数説の 立場であ る消極 説 が妥当であ るこ 

とを認めざるを 得ないとし ぅ 結論を得た 蝿 。 そ 

の 根拠は ， 次のように要約することができる。 

すなわち，積極 説 および消極説の 論争点はいず 

れの学説にとっても 決定的なものとなりえない 

以上，現行法の 規定の在り方 仁 考察の糸口を 求 

めるほかはなく ，結局は，商法第 815 条第 2 項 

が，損害保険の 総則規定を海上保険契約につい 

ても適用すると 規定している 以上，加えて ，保 

険委付については ，損害保険の 総則規定を適用 

しない旨の積極的な 規定がない以上，消極 読め 

立場が妥当であ る。 したがって，保険金の 支払 

時に権 利の移転を認めることになるから ，委付 

後で保険金支払双に 保険者が破産した 場合であ 

っても，被保険者は 救われることになり ， ま 

た ，保険者は支払った 保険金の限度内におい 

て，請求権 を行使することができるにすぎない 

から，保険者の 利得ということはない。 
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島 十四郎・双掲熊本法学 10 号 35 頁参照。 
松波 港 三郎「保険委付について (2) 」 『 民 商法雑 
誌』 38 巻 3 号 ( 昭和 33 年 12 月 ) 73 頁参照。 
島 十四郎・双掲熊本法学工 0 号 39 頁参照。 
水口吉蔵 「 円 商法第 677 棟二所謂一切 / 権 利 ト 
ハ 保険 / 目的 ト 為 り タル船舶 又ハ 積荷 / 七二百 
スル権 利 ヲ云ヒ 保険事故 ヲ生 セシメタル第三者 

ニ封シ 被保険者 / 有 スル損害賠償請求 樺プ 包含 
セ サルモノトス」 ( 判例批評 ) 『法律評論』 17 巻 

9 号 ( 昭和 3 年 12 月 ) 77 頁 ( 商法 4 羽 頁 ) 参照。 
水口吉蔵 ，前掲法律評論 17 巻 9 号 77 頁 一 78 頁 

( 商法 4 羽 頁一 430 頁 ) 参照。 
島 十四郎・双掲熊本法学 10 号 37 頁参照。 
小町 谷操三 「保険委付により 保険者の取得する 
権 利と損害賠償請求権 ～保険委付による 損害賠 
償請求権 の移転と民法第 467 条」 ( 判例批評 ) 
『法学協会雑誌 コ 46 巻 7 号 ( 昭和 3 年 7 月 ) 199 
頁 一 2 ㏄ 頁 参照。 同 「海上保険における 委付権 
の行使について」『損害保険研究』 26 巻 2 号 ( 昭 
和 39 年 5 月 ) 1 頁 一 2 頁参照。 
島 十四郎・双掲熊木法学 10 号 38 頁参照。 
島 十四郎「保険委付と 被保険者が保険の 目的に 
っき有する損害賠償請求権 」 ( 判例批評 ) 「損害 
保険判例百選 i ( 有 斐閣，昭和 55 年 7 月 ) 1 ㏄ 頁 
参照。 同 ・前掲熊木法学 10 号 40 頁参照。 松波 港 
三郎・前掲 民 商法雑誌 38 巻 3 号 73 頁参照。 原 茂 
太一「保険委付の 権 利移転的効力」 旧商法の争 
点 ( 第 -_ 版   Jl ( 有 斐閣，昭和 58 年 10 月 ) ェ ㏄ 頁 
参照。 なお，この点については ，委付によって 
なぜ被保険者が ， このような不利な 立場におか 

れなければならないかという 疑問が誰にでも 生 
じるはずであ る ( 横尾 登米堆 ・前掲保険 学 雑誌 
468 号 77 頁 ) との批判があ る。 同旨，水口吉蔵 
「船舶 / 委付 ト 第三者二 % スル損害賠償請求 樫 
ノ 保険者 ヘノ移穂 」 丁 法学新報山刀 巻 4 号 ( 大 
正 6 年 4 月 ) 102 頁。 同旨， 努 優美・前掲法律 
学研究 あ 巻 10 号 69 頁参照。 

西島弥太郎『 濁逸 商法 C Ⅱ コ 海商法・現代外国法 
典叢書 (7)J ( 有 斐閣，昭和 31 年 11 月 ) 260 頁， 



26  (3%) 横浜経営研究 第 V 巻 第 4 号 (19 ㏄ ) 

304 頁 一 305 頁参照。 
為 )  西島弥太郎・ 前掲 書 3 Ⅱ 頁 。 
ぬ )  小町 谷操三 ・前掲法学協会雑誌 何巻 7 号 201 頁 
によると，この 点についての 学説も判例もない 
とのことであ る。 

あ )  島 十四郎・双掲熊本法学 10 号 42 頁 一 43 頁参照。 
26)  Colinvaux,P.,The  Law  ofInsurance,  Fourth 
Ed 田 on,  1979,  p. 134. 

㌘ )  Subrogation  ( 代位 ) の定義につき ， Templeman 
on  Marine  Insurance,  Fifth  Edition,  19 ㏄， 
p.392  参照。 なお， Bugla ㏄， L. J., Marine  In- 
surance  and  General  Average  jn  the  United 
States, Second Edition, 1981, p. l ㏄参照。 

委付と代位の 差異は，第一に ，委付は海上保険 
に特有なる法規もしくは 慣例によって 支配され 
るのを原則とするが ，代位は賠償契約にともな 
う当然の結果であ り，民法上の 一般的原則に 従 
って解釈することができることにあ り，第二 
に ，委付の場合には ，保険者をしてその 物につ 
き有せる一切の 権 利を取得させることができる 
から，保険者が 全損の場合に 契約した保険金の 
全部を支払い ，後にその物が 余分の価額をもっ 
て売却されることがあ っても，あ るいは朱抹 船 
のような場合には ，その後安全に 到達 港 に到着 
することがあ っても，すでに 保険者の所有に 帰 
したものであ るから，これらを 返還する必要が 
ないのに対して ，代位の場合は ，その支払った 
保険金の限度においてのみ ，その物につきもし 
くは第三者に 対して有する 権 利につき取得する 
ことができるにすぎないから ，保険者はその 填 
補 額 以上に余分の 利得を得ることはできないこ 
とにあ る ( 藤本幸太郎『委付 / 性質 並 三共効果 
ヌ輪 初 ( 弘道館，大正 11 年 3 月 ) 140 頁 一 141 
頁 。 葛城無二課丁アーノルド 海上保険 ( 第 5 分 
冊   J1 ( アーノルド海上保険刊行会，昭和 32 年 9 
月 ) 373 頁 一 374 頁参照。 委付は常に一種の 代位 
であ るが，代位は 常に委付ではない ( 馬淵 得三 
郎 ・前掲商学評論 9 巻 2 号 69 頁 ) といわれる。 
なお， abandon ( 委付 ) の意味について ， 1906 年 
イギリス海上保険法第 60 条との関係において 言 
及されているものとして ，葛城 照 三ヰ今泉敬忠、 
共訳 れ 966 年版チャーマーズ 英国海上保険法 
論 ¥1 ( 早稲田大学出版部，昭和 42 年 6 月 ) 1 節 頁 
参照。 

2 の 島 十四郎・双掲熊本法学 10 号 41 頁参照。 なお， 
西 ドイツ法においても ，実際は海上普通保険約 
款第 71 条第 3 項，第 72 条および第 45 条の関係か 
ら，イギリス 法にならっている ( 小町 谷操三 ・ 

前掲法学協会雑誌 46 巻 7 号 201 頁 ) との指摘が 
あ る。 

穏 )  神戸商業大学覚国法研究会工フランス 商法 C Ⅱ JJ 
現代外国法典叢書・ 海商 ( 烏 賀陽熱度 )  ( 有 斐 
閣，昭和 16 年 5 月 ) 289 頁参照。 馬淵 得 三郎・ 
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前掲商学評論 9 巻 2 号 68 頁参照。 
勝呂 弘 「 被 保険船舶の委付」『国民経済雑誌Ⅰ 
94 巻 6 号 ( 昭和 31 年 12 月 ) 25 頁参照。 島 十四郎 
・前掲熊本法学工 0 号 42 頁， 48 頁参照。 
島 十四郎・双掲熊本法学工 0 号 41 頁 一 42 頁参照。 
小町 谷操三 ・前掲法学協会雑誌 46 巻 7 号 201 頁 

参照。 
法律新聞 2194 号 t8 頁， 21 頁。 
大審院民事判例 集 6 巻 10 号 463 頁。 
判例時報 941 号 116 頁， 1 ㌘ 頁 。 
加藤由伸仁海上保険 新講 』 ( 春秋社，昭和 40 年 
11 月 ) 236 頁。 何 ・『再訂海上保険講義』 ( 巌松 
重書店，昭和 30 年 9 月 ) 238 頁。 田辺康平 肝 新 
版保険法 J1 ( 法律学全書 15) ( ミネルヴァ書房， 
昭和 51 年 4 月 ) 179 頁。 
烏 賀陽無反「保険委付を 論ず」 『商法研究第 3 
巻 J ( 有 斐閣，昭和 t1 年 10 月 ) 413 頁， 414 頁参 
照。 石井照久Ⅰ 鴻 常夫仁海商法・ 保険法 Jl ( 軌 
草書房，昭和 51 年 1 月 ) 238 頁一刀 9 頁参照。 
松波仁一郎『松波私論・ 日本海商法』 ( 有斐閻 
書房，大正 8 年 2 月 ) 1332 頁 一 1333 頁。 なお， 

田中誠二『新版保険法 J ( 千倉書房，昭和 印 年 
4 月 ) 241 頁は， 保険委付は全損と 同様の状態 
を生ずることを 目的とするものであ るから，保 
険の目的中に 経済的には含まれると 考えられる 
ものをも委付すべきであ ると解し，鈴木竹 堆 
『新版商行為法・ 保険法，海商法令 訂 第 1 版』 
( 弘文 堂 ，昭和 53 年 6 月 ) 169 頁は，第三者に 
対する請求権 も保険の目的に 代わるものだか 
ら，一切の権 利に含まれると 解される。 
青木徹二『海商法論 凹 ( 慶礁 義塾，明治 38 年 2 
月 ) 375 頁。 

田辺康平，双掲書 ェ 76 頁。 
小町 谷操三 ・前掲法学協会雑誌 46 巻 7 号 200 頁 
参照。 
葛城 照三 『議案海上保険契約論』 ( 早稲田大学 
出版部，昭和 41 年 3 月 ) 394 頁。 
島 十四郎・双掲熊本法学 10 号 39 頁。 
藤崎通好『海商法概論 J1 ( 放出 堂 ，昭和 50 年 9 
月 ) 197 頁も， 沿革および文理解釈を 概 拠 とさ 
れる。 同旨，戸田修姉丁海商法 ( 三計 版 i  ( 文 
眞堂 ，昭和 54 年 5 月 ) 刀工 頁 参照。 中山秀治郎 
「保険委付の 効果に関する 若干問題」『海運』 
116 号 ( 昭和 7 年 1 月 ) 69 頁 一 71 頁参照。 
勝呂 弘 ・前掲国民経済雑誌 94 巻 6 号 25 頁参 
照。 小町 谷操三 ・前掲法学協会雑誌 46 巻 7 号 
201 頁参照。 なお， Martin, A, & P めは， J,, 
VersicherungsvertIragsgesetz, 23. Aufn,, 1984, 
5. 813 参照。 
大森忠夫「保険委付によって 移転する権 利」 
( 昭和 33 年 2 月 ) 『保険契約法の 研究』 ( 有 斐閣。 
昭和 45 年 3 月 ) 232 頁。 
なお，この問題を 今日的にとらえる 場合に ，見 
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過してならないのは ，次の点にあ ると指摘され 
ている。 近年高まりつつあ る油濁をはじめとす 
る公害に対する 責任の強化という 観点であ る。 
すなわち，現行商法典が 制定された時と 異な 
り，船舶が巨大化するとともに ，その隻数も 飛 
躍的に増加し ，さらに，輸送される 積荷の危険 
度も増加した 今日においては ，保険者は，油濁 
損害に対する 責任または莫大な 残存 物 除去の費 
用の負担を回避するために ，約款 ( 船舶保険普 
通約款第 12 条，貨物海上保険普通約款第 14 条 ) 
または委付 書 により，かかる 負担ないし義務を ， 

被保険者に留保するようなプラクティスが 現に 
行なわれているのであ る。 したがって，今後， 
権 利移転的効力を 論ずる場合，保険の 目的に付 
着する負担または 義務の問題との 接点もしくは 
調和をどこに 求めるかという 視点から，再検討 
することが望まれる ( 津田 滋 「 四 ，保険委付 
と被保険者が 保険の目的にっき 有する損害賠償 

請求権 の移転」海運 634 号 (19 ㏄・ 7) 113 頁 ) 。 
立法論としては ，保険委付は ，法定の全損と 
同一視しうる 場合にのみ認められているのであ 
るから，強いて 保険者に被保険物を 移転せしめ 
る必要はなく ，むしろ英米法流のいわゆる 解釈 
全損 Lcostructive total loss コ ( ないし法定全 

損 ) という構成によって ，被保険者に 保険金金 
額を請求しうる 権 利を認め，保険の 損害填補性 
を害しないために 被保険物に対する 一切の権 利 
を放棄して，保険者にその 承継の可能性を 与 
え，その権 利者となるか 否かの選択権 を認める 
のが妥当であ る ( 島 十四郎「保険委付の 法的構 
成」 亡 私法 J 31 号 ( 昭和 44 年 10 月 ) 165 頁 ) とか， 
わが国でも，委付を 代位に近づけるまたは 代位 
を 委付に近づけることは 可能であ る ( 島 十四郎 
・前掲熊本法学 10 号 49 頁 ) と ，提唱されてい 
る。 その他， 横尾 登米堆 ・前掲保険 学 雑誌 468 
号 79 頁 一 81 頁参照。 

( 横浜国立大学経営学部助教授 コ 


